
ものづくり補助金の概要と
応募書類作成上の留意点

宮城県中小企業団体中央会



☆事業概要

【補助対象者】
中小企業者（全ての業種が対象となります）、組合等、特定非営利活動法人

（参考：５次締切分）

一般型 グローバル展開型

補助金額 １００万円 ～ １，０００万円 １，０００万円 ～ ３，０００万円

補 助 率

〔通常枠〕
・中小企業者 １／２
・小規模企業者・小規模事業者 ２／３

〔低感染リスク型ビジネス枠〕 ２／３

・中小企業者 １／２
・小規模企業者・小規模事業者 ２／３

補助要件

事業実施期間内（交付決定日から１０ケ月
以内（採択発表日から12ヶ月後の日ま
で））に単価５０万円（税抜き）以上の
設備投資を行い、以下を満たす３～５年の
事業計画の策定及び実行

事業実施期間内（交付決定日から１２ケ月
以内（採択発表日から１４ヶ月後の日ま
で））に単価５０万円（税抜き）以上の
設備投資を行い、以下を満たす３～５年の
事業計画の策定及び実行

①付加価値額 年率平均３％以上増加
②給与支給総額 年率平均１．５％以上増加
③事業場内最低賃金 ≧ 地域別最低賃金＋３０円以上
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★応募書類の入力内容で間違いの多い事項

○ 創業・設立日（法人成りの場合は、法人の設立年月日を記載）

○ １．(4）経営状況表と会社全体の事業計画の「売上高」の額

○ 基準年度の設定

○ 会社全体の事業計画の「人件費」と「給与支給総額」の額

○ 賃金引上げ表明書の「都道府県別最低賃金」の額

○ 賃金引上げ表明書の「基準年度の給与支給総額」と事業計画終了時の給与支給総額」の数字

○ 賃金引上げ表明書の従業員代表、給与又は経理担当者、事業場内最低賃金で働く従業員の氏名と
労働者名簿及び（経理）担当者の氏名
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★要件不備に該当する事項
○ 大企業とみなされる中小企業（公募要領Ｐ４）

○ 応募申請時点で補助事業の実施場所（工場や店舗）を有していない事業者（公募要領Ｐ８）

○ 事業実施期間内に単価５０万円（税抜き）以上の設備投資を行わない事業者（公募要領Ｐ６）

○ 各補助対象経費の上限額を超過した事業者（公募要領Ｐ12～14）

○ 公募要領Ｐ９に該当する事業者



☆応募から採択までの流れ（基準年度の考え方）

応募期間 審査期間
補助金

交付申請
補助事業実施期間
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採択発表 交付決定・発注
ものづくり補助金

採択（応募）事業者の事業年度（３月決算）

基準年度 １年後（補助事業実施年度）

機械装置納品

３月 10月

※「基準年度」は、補助事業実施期間の前年度期末決算（実績又は見込み）となる。
（申請締切日の6ヶ月前から申請締切日までに決算があれば実績、なければ見込みとなる。）
「１年後」が補助事業実施年度（機械装置が納入される年度）末決算となる。



☆ものづくり補助金の流れ

公募締切 採択発表 採択発表まで 特 別 枠 新特別枠

１次公募 令和2年 3月31日 令和2年 4月28日 27日 ー ー

２次公募 令和2年 5月20日 令和2年 6月30日 41日 ○ ー

３次公募 令和2年 8月 3日 令和2年 9月26日 54日 ○ ー

４次公募 令和2年12月18日 令和3年 2月22日 ６６日 ○ ー

５次公募 令和3年 2月22日 3月末（予定） ー ○

６次公募 令和3年 5月13日 6月末（予定） ー 〇
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☆補助要件（付加価値額と給与支給総額）

基準年度※
[ 年 月期]

１年後
[ 年 月期]

２年後
[ 年 月期]

３年後
[ 年 月期]

４年後
[ 年 月期]

５年後
[ 年 月期]

① 売 上 高

② 営業利益

③ 経常利益

④ 人 件 費

⑤ 減価償却費

付加価値額(②+④+⑤)

伸び率（％） ９％以上 １５％以上

⑥設備投資額

⑦給与支給総額

伸び率（％） ４．５％以上 ７．５％以上
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その３：会社全体の事業計画 （単位：円）

３年計画で作成する場合には、「３年後」の伸び率が付加価値額【９％以上】、給与支給総額
【４．５％以上】、５年計画の場合は、 「３年後」の伸び率が付加価値額【１５％以上】、
給与支給総額【７．５％以上】に達していなければ【要件不備（不採択）】となります。



☆補助要件（(４)経営状況表とその３：会社全体の事業計画）
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☆補助要件（会社全体の事業計画）
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☆補助要件（(４)経営状況表とその３：会社全体の事業計画）
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